
















































































































































































































































































































































計 無修正 修　正 差戻し 撤　　回 審査免除 差戻し（不適当） 緊急措置
a ％
1981734 658（89．6）11（1．5） 20（2．7） 13（1．8） 28… 3　… 1　…b1982340 262（77）48（14．1） 11（3．2） 9（2．6） O　… 8　… 2　…
1983268 220（82）40（14．9） 3（1．1） 2（O．7） 0　… 一　… 2　…
1984302 225（74．5）63（20．9） 4（1．3） 9（3．0） ●●■●．．■■■ ．●●■●■●●■ 1　…
C d
合計 1，6441，365（83．O）200（12．2） ・．．．■●■■● 33（2．0） 28（2．1） 12（0．9） 6（O．4）
（注）a．1981年2月17日一1981年12月31臥
　　b．82，83，84年は1月1日一12月31日o
　　c．OMBの81－84年の総審査数10，O02件のうち16．4％。EPA規則の占める比率は，81年26．2％，82年12．9
　　　　％，83年10．8％と低下し，その後84年14．4％と増犬しっっある。EPAがOMB審査のために提出した
　　　　規則数は81年から84年にかけて58．9％減少している・
　　d、修正と差戻しの二項目の合計。
　　e．この表はOMBの省庁規則への影響を過小にみせている。何故なら，規則提出前のOMBとの事前協
　　　　議の影響をこの表はあらわしていないからである。
（資料）大統頷命令1229工に関するOMB年報。
（出所）Senate，Committee　on　Environment　and　Pub1ic　Works，p．8．
一の基準として費用便益分析が採用され，その
他の基準は原則として排除されているのであ
乱大統領の行政管理権限の及ぷ規制省庁の規
制は「杜会的規制」に属するものが圧倒的で，
生命・健康・環境など損失が生じた場合絶対的
で不可逆的なこともあり，それを貨幣数量化す
ることは困難であり，規制による便益の測定も
同様にむつかしい。大気清浄化法の場合には費
用を考慮することを禁じてさえいる。命令は貨
幣数量化できない費用および便益も併記するこ
とを求めているが，先の基準との関連でこれが
どのように考慮されるかは明示されてはいな
い。審査手続きなどは省くが，一定期間で審査
を行なうことになっているが，審査を十分にク
リアーしなければこの期間をこえることもあ
る。なお，OMBは審査権限を有するだけで，
規制策定権限はそれぞれの法に基づいて各規制
省庁に付託されている16〕。
　OMBにおいて実際に規制審査を行なうの
は，1980年の文書事務削減法によって設立され
た情報・規制部（Office　of　Infomation　and
Regu1at0fy　Affaifs－OIRA）である。審査に
あたっては，行政機関ごとの担当デスク・オフ
ィサー制をとっており，EPA’の審査にあたっ
ているのはわずか4名の事務宮にすぎないm。
EPAの審査件数は82－85年でほぼ毎年300件ほ
どあり，審査体制は十分ではない18〕。そのた
め，審査の遅延化がみられ，86年の議会資料
は，EPAの規制審査のうち86％は，議会が設
定した環境規制策定期限を超過しているとい
う19〕。さらに，スタッフに科学・技術の専門
家がいず，経済・経営・公共政策専攻の事務官
が主体で，審査に『脱規制』よりのバイアスが
生じており，一見「科学的」な費用・便益分析
にもとづく審査が極めて政治化しているという
批判が，さまざまな方面からみられる2ω。こ
うした体制のもとで，OMBは外部の被規制企
業などとの接触によって情報を得，それを審査
の根拠としているともいわれ，大統領命令が規
制策定の監査責任の確立を意図したにもかかわ
らず，逆にOMBの規制審査．さらにはレーガ
ン政権自身の規制政策の正統性（1egitimaCy）
と公共的な監査責任（accomtabi1ity　tO　pub－
1iC）が問われている刎、。
皿 EPAによるアスペスト規制
1．「竈法の鉱物」から「死を招くチリ」へ
　一アスペスト健康障害の認識史
一般にアスペストといわれるものは，鉱物学
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
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的にはいくつかの種類の鉱物を含んでおり，高
い抗張力と柔軟性をもつ絹糸状光沢の特異な繊
維状集合（Asbestifom）を指す。耐熱性，’電
気絶縁性，紡織性，耐薬品性など工業原料とし
てすぐれた性質を有しているため，実に幅広い
用途に用いられている。国によって用途別消費
構成に違いはあるが，建築材，摩擦材が大きな
割合を占めている22㌧
　アスベストの語源となったといわれるギリシ
ャ語にはr汚れない清浄な」という意味がある
といわれ，また，その物質としての性質から
「魔法の鉱物」とさえ呼ばれてきた。しかし，
アスペストが健康障害をもたらすということ
は，それこそギリシャ・ローマ時代から記録に
残されているという23〕。このことが，科学的
にも認識され，一定の対策が講じられるように
なるためには，工業原料として大量に生産さ
れ，消費されるようにならなければならなかっ
た。しかも，アスペストによる健康障害一ア
スペスト肺，中皮腫，肺癌一は晩発性で，潜
伏期が非常に長い一35～40年にもなる場合も
ある一ため，疫学などの科学的認識の発達を
も必要とした。1920年代に英国において，その
後「アスペスト肺」として知られるようになる
労働不能をもたらす肺疾患の原因がアスベスト
暴露にあることが確認されれそして，31年に
はアスベスト肺は補償対象の職業病として認定
され，翌年にはアスペスト紡織工場規制が実施
された24㌧肺癌との関連は1935年にすでに報
告されていたが，55年の紡織工場労働者につい
ての調査によって因果関係が確認された。さら
に，アスペスト暴露と中皮腫との関連もI．セリ
コフの64年の調査によって確定された。こうし
てアスベスト関連三疾患の因果関係一発生機
序については十分に明らかにされたとはいえな
いともいわれるが一が明らかにされ，アスベ
ストはその輝きを失い，いまや「死を招くチリ
（The　DeadlyDust）」とさえいわれるにいたっ
た25〕。こうした社会的認識の発達にもとづい
て，アスベスト規制がしだいに強化され，また
すでに健康被害を受けた人々による訴訟も数多
く提起されることとなった。
　2．EPAによる現行アスベスト規制の許価
　　（84年）
　アメリカにおけるアスペスト規制は，第二次
大戦中およびその後r魔法の鉱物」として大量
に利用された結果としての健康被害が顕在化し
たこと一84年当時，職域におけるアスベスト
暴露を原因とする癌によって毎日4人の労働者
が死をむかえている26〕，といわれた一と，
主要な規制機関である労働安全衛生局（Oc－
cupational　Safety　and　Hea1th　Administra－
t1on－OSHA）やEPAが70年に創設されたこ
とを大きな要因として・数も増え・内容的にも
より厳しいものとなってきた。規制強化に対処
するために，アスベスト企業のなかには，「規
制格差」を利用して海外逃避をしたものもあっ
た27〕。
　84年当時，アスベストに関わる規制は20をこ
え，いくつかの省庁によって管轄されていた。
そのいくつかの例をあげれば，1971年にEPA
は大気清浄化法によってアスベストを有害大気
汚染物質に指定。73年には建築物の解体・改築
にともなうアスベスト含有晶の飛散を規制。72
年OSHAは最初の職域における許容暴露基準
を設定（前年には緊急基準を設定していた）。
その後の改訂で8時間の荷重平均基準は2f／m1
となっている　（84年当時）。76年，78年には鉱
山労働安全衛生局が鉱山労働者について許容暴
露基準を設定。77年には消費者製晶安全委員会
（Consumer　Pτoduct　Safety　Commission－
CPSC）が，パッキング製品へのアスベスト使
用の禁止などの規制を策定。79年には運輸省が
飛散可能性のあるアスベストの輸送を規制し
た，などなど28〕。
　当時の情況においては，各種団体か一らの請願
などからも，重要な課題であったのは，職域に
おける規制，ブレーキなどに用いられる摩擦材
規制・そして学校など公私の公共的建築物の吹
きつけアスベストなどの除去問題であった。と
りわけ，職域における規制は，アスベストヘの
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
Page:6無断転載禁止。　
暴露カ相常的にかつ大量的になされること，し
かも暴露の大部分がここでおきるということか
らして最も重要で焦眉の課題であるといえた。
OSHAは83年には緊急臨時基準として0．5f／cc
を提起したが，提訴され実現できなかった。そ
こで，84年にはこれを通常の規制値とする提案
を行なった。しかしながら，全国労働安全衛生
研究所は76年に，①安全である暴露基準は存在
しない，②光学顕微境を用いて検出しうる最低
レペルという根拠から0．ユf／㏄という基準を
勧告していたことを銘記すぺきである29）。以
上のようにアスベスト規制を管轄する機関は
多岐にわたり，しかも最も重要と考えられる
0SHAによる職域規制でも極めて不十分であ
ったといえよう。
　こうした規制情況において，関係機関の規制
の重複を避け，一貫性のある活動を促進するた
めの調整機関として，83年にEPAの提唱で連
邦アスペスト対策特別委員会（Federal　Asbes－
tos　Task　Force）がつくられた。ここでは，
職域，消費，環境一般をそれぞれ管轄対象とす
るOSHA，CPSC，EPAが中心となった。と
りわけ，EPAはアスペストのライフ・サイク
ル全体，すなわち採掘・加工・製造・利用・除
去・廃棄の全過程における健康障害に包括的・
総合的に，しかも単一の法によって対処するこ
とが必要だと考えていた。現行規制においてア
スベスト・ハザードの主要部分を扱うOSHA
の規制にもいくつかの問題点があった。第一
に，全国労働安全衛生研究所の勧告にもあった
ように，臨床上の作用，すなわち健康影響を生
じないようなアスベスト暴露などない。したが
って0．1f／㏄という基準であっても残余リス
クが存在する。この基準でも45年間の労働環境
においては10万分の336の超過癌死亡率が生ず
るとされ，なお重大なリスク（unreasonable
risk）があるとされる。第二に，OSHAの管轄
範囲からは，非就業者（アスペスト労働者家
族，工場周辺住民等），公務員（州プランによ
ってある人々は同様の保護対象となるが）など
が適用対象外におかれるほか，従業員が10人以
下の小企業も除外されている。建設業などアス
ベスト・ライフ・サイクルカ・らいってダウン・
ストリームにあたる業種に小企業が多い。第三
に，雇用主が技術的にも，経済的にも実行可能
な基準しか設定できない。そのため，「経営」
の視点から基準が緩やかになる傾向がある。ま
た，技術的にも測定可能な累積量を制限しうる
のみである。したがって，権限からいっても，
禁止（ban）規制を設けることはできない30）。
こうした評価にたって，EPAはさまざまな省
庁が単一物質アスペストのunreas㎝able　risk
のある側面にばらばらに対応するのでなく，権
限を分散させず，単一の法・単一の機関が総合
的で効率的な規制をする必要性があると主張し
た。それは現行法で可能か。EPA　は自らが管
轄する有害物質規制法（TSCA）が有効である
と考えた。とりわけ，そのSec16は特定物質
の製造，使用禁止権限などを規定し，EPAに
付与しているから。
3．EPAにょるアスベスト規制提案
　EPAは，79年10月，TSCAによるアスペス
ト規制をおこなう旨の告示を連邦公報に掲載し
た。その内容は，冒頭にも触れたように，①あ
る種のアスベスト合有製品の製造・加工・使用
の禁止，②年間アスペスト輸入量および生産量
の制限による10年間での段階的アスベスト禁
止，であった。その後，この通告にもとづいて
関係者からの情報収集を行ない，規制案の作成
作業がなされた。83年7月にはほぼ庁内で規制
原案がまとまり，同月上院環境・公共事業委員
会，毒物・環境監視小委員会の求めに応じて・
議会の場に公開された。さらに，アスペスト産
業を代表するアスペスト情報協会（AIA）から
の意見提出，OMBや議会との事箭接触など
を通して規制原案を練りあげ，84年5月には
TSCA，Sec，6によるアスペスト・セメント・
パイプおよび付属晶，屋根用フェルト，床用フ
ェルト，床用タイルの4品目の製造・加工・流
通の禁止（ban）案が，大統領命令12291による
審査をうけるぺくOMBに提出された。これ
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
Page:7無断転載禁止。　
らの品目が選定されたのは，①すでに利用可能
で，価格上競争しうる代替製晶があること，②
これらの品目だけで，81年のアスペスト使用量
のうち53％を占めること，⑨建築材であり，
OSHAの適用除外となる小企業の多い建築業
労働者などダウン・ストリーム労働者の保護と
なる，④さらに，アスベスト・セメント・パイ
プをのぞけば，市場予測として85年までには需
要が存在しなくなるのではないかとみられた。
これはアスペスト規制の強化や賠償訴訟の爆発
的な増大によってアスベストの危険性への社会
的認識がふかまり，その結果消費量が78年の61
万9千トンから83年には21万5千トンヘと激減
したことを反映している，ことなどが要因とし
てあげられる31）。このbanのための行政費用
などを含む全社会的な費用は，年間7，500万ド
ルと見積もられた。便益は規制による癌などか
らの死の回避であるが，これは予備的な分析と
して，規制のもう一つの柱である段階的禁止
（phase－dOwn）とあわせて，数千の死が回避で
きるとされた32）。
　84年8月には，事前通告の第二項に関する規
制案がOMBに提出された。この規制案では
まず，禁止（ban）晶目にアスベスト布を付け
加えた。そして，全アスペストおよびアスベス
ト製晶の10年間での段階的な禁止一年問の輸
入・製造・使用の総量規制による一が提案さ
　図1　米国の石綿消費■の最近の推移
｛万トン，
100
80
60
40
20鱗
　　　69707172737475767778798081828384
〔出所〕環境庁大気保全局r犬気汚染物質レヴユー・
　　　石綿・ゼオライト」21ぺ一ジ。
れた。この総量規制，および段階的禁止（phase
－dOwn）は，輸入業者および製造業者に対して
発行される数量を明示した許可証（Pemit）を
用いておこなわれる。このPermitは，81－83
年の三ケ年を基準年とし，その実績を平均して
ぺ一スとし，数量を決定する。86年1月に連邦
公報に掲載された規制案では，この数量は第一
年次はべ一スの30％であり，以後毎年3％ポイ
ントずつ削減され，27，24，21……と，10年間
で数量がゼロとなる。禁止までの期間を十年間
とっているのは，この間に安全な，そしてアス
ペストと価格的にも競争しうる代替晶の開発を
促すためであ孔アスベスト企業の多くは代替
晶生産にもとりくんでおり，こうした企業の事
業転換をスムーズに行なわせることをも意図し
ている。Permitは，移転，売買が可能（ta口s－
ferable）であり，また許可量を後年に残す
banki㎎も可能である（この場合にも10％ずつ
の削減がされる）。これは市場力を利用しなが
ら，残余の許可量をもっともアスペストを必要
とする製晶分野に効率的に配分することと，・
規制の運用をより弾力化することを狙ってい
る33〕。この場合重要なことは，規制設定の公
準である生命，健康，環境，すなわち人権の構
成要件たる生存権，健康権，環境権の擁護とい
う枠内で市場力が用いられるということであ
る。さて，このphase－downの年問費用は2
億1，500万ドルと見積もられたヨ4）。
　EPAがOMBに提出した規制案は別々のも
のでもなく，またこれまでの規制一たとえば
職域における暴露基準のような一を不必要と
するものでもない。banだけでは，必ずしも代
替晶の開発を促進しえないし，例外規定も設定
しがたい。phase－downだけでは行政上不確実
性が大きい。両者補いあって十全たる効果を期
待しうる。さらに，phase－down期間における
労働者，消費者保護上，既存の規制は当然必要
である。なお，86年1月のEPAの規制案は
TSCA，Sec．6にもとづいて両者を一体のもの
として提案している。
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
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W　OMBによるEPA提案の評価と
　　対応
　1．OMBのEPA提案に対する反応の変化
　EPAのアスペスト規制提案は，上述のよう
に，主要規制であり，大統領命令12291によっ
てOMBの60日間を一応の期限とする審査を
うけることとなった。しカ・し，多くの論点を含
んだこの提案は，容易にOMBの「同意」を
得ることができず，審査が遅延化したうえ，
「第一ラウンド」は撤回という憂き目をみた。
この間の交渉過程は，議会に文書資料として公
開されたものによってある程度，跡付けること
ができる35）。
　この交渉過程をみると，双方の対応が変化す
るいくつかの時期がみられる。OMBのEPA
提案に対する評価も一貫していたとはいいきれ
ない。84年9月14目の両者協議では，①アスベ
スト・セメント・パイプおよびアスペスト布を
のぞけば，禁止には反対，②健康便益は潜伏期
について割り引くこと，③アスペスト種類ごと
にリスクを評価すること，がOMBによって
主張された。10月15日のOMBからEPAへ
の電話での連絡では，①床用フェルトを除いて
他の晶目のbanは費用・効果に適う，②phase
－downは費用・効果的ではない，とされ，③
その他，費用便益分析に関する情報の提供がも
とめられた。EPAは10月18日の内部の文書で，
①便益の潜伏期についての割り引きは過少評価
となる，②OMBはPhase－downについては
反対するものの，banについては床用フェルト
を除く3晶目については支持するだろう，と予
測していた。
　ところが，10月ないし11月のOMBから
EPAへの電話連絡で，TSCA，Sec．9による
他機関一この場合，OSHAおよびCPSC一
への委任が提案された。これは新たな論点が加
わったにとどまらず，EPAのTSCA，Sec．6に
よるアスベスト規制という考え方を全面的に否
定しようとするものであった。そこには，アス
ベスト・ハザードの圧例的部分は職域にあり，
OSHAによる規制が極めて有効であること，
また，後述するように，TSCAは委任前にEPA
が規制をすることを期待していないという法解
釈があったからである。この「委任」問題を決
定付けたのは，12月27日のOMBとEPAの
協議において，OMBの内部審査資料が閲覧さ
れ，委任，Phase－downは費用・効果的でな
いこと，banについてもOSHA規制効果の便
益からの割引など費用・便益に疑問があるこ
と，が明示されていたことである。これによっ
て，EPA自身も，職域規制についてはOSHA
に，消費規制についてはCPSCに委任する方
向に傾いてい㍍それが，85年2月1目の「委
任」についての記者会見につながるのである。
　こうした事態にたいして，議会は激しく反論
し，EPAもSec－9解釈問題を合めて再検討
することに再度態度を変更することになる。こ
の時点でのOMBの考え方は，3月27日付け
のEPA文書から窺い知ることができる。この
文書では，①phase－downは費用・効果的で
ない，②banについてはアスベスト布のみが
費用・効果に適う（以前の見解とは異なる点に
注意），③代替晶についての分析一健康障害
を合む一が不十分，④OSHAおよびCPSC
へのSec．9レポートを準備すぺき（すなわち，
委任をすべき），ことを述べていた。
　この交渉過程でとりあえず注意すぺきこと
は，議論の転換点は文書による協議ではなく，
基本的には詳しい記録としては残らない口頭で
の協議であったこと，そして，OMBが事実上
EPA　の規制案に反対してつぎつぎに提起した
議論のほとんどが，アスペスト産業を代表する
AIAが規制案提出前の84年3月22日にEPA
に提出した文書にもられていたことである。
　2．EPA提案を否定する根拠
　OMBがEPAのアスペスト規制提案を否定
する主要な根拠をここで確認しておこう。
　まず，費用・便益分析である。r脱規制』戦
略のもとで大統領命令12291は，規制審査過程
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
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で，事実上単一の基準として，「法の許容する
範囲で」費用・便益分析を行なうことを，OMB
に求めた。OMBは，EPAによる分析に対し
て，特に便益の評価について，肺癌や中皮腫に
よる死亡の回避一件あたり100万ドルと評価す
るにしても，長期にわたる潜伏期についてそれ
を割引一30－40年という長期間について一
することをもとめ，さらに並行して行なわれる
OSHA規制の効果を差し引くことを主張した。
そして，規制提案について表3のような計算結
果をしめした。割引率については，OMBは10
％を，EPAは3－4％を主張し，期間につい
てはOMBは潜伏期間である30－40年を，EPA
はOMBの理論を一応認めながらもPhase－
dOwn期間10年間を主張した。EPAは86年1月
の規制提案では，15年間の規制費用一消費者
ロス約17億7千万ドル，生産者ロス約2億ドル
ーを，19億8千万ドルと見積もり，banおよ
びphase－downによって今後15年間に1，930件
の死が回避できる一〇SHAの0．2f／㏄規制
が行なわれたとしても1，000の死が回避一効
果が生じ，費用・便益に適うとしている。しか
し，さらに問題なのは，一つは費用および便益
の範囲をどこまでとるかである。EPAは，た
とえば便益の範囲としてアスベスト除去費用，
処分費用，生産性1］ス費用，職域での規制準拠
費用，訴訟費用および補償費用などの削減分を
例示している36㌧第二に，生命自体や健康，
環境の損失などの絶対的損失を貨幣数量化する
問題性があ孔下院エネルギー・商業委員会は
85年10月2目のレポートで，慢性的障害による
疾病の潜伏期の人間生命への影響を割り引く理
論を拒否すること，および法が求めないかぎ
り，健康・安全・環境についての意思決定の決
定的要因として費用便益分析を用いることを拒
否することを勧告している37〕。命令でも貨幣
数量化しえない費用および便益についても列挙
することが求められていたが，この費用・便益
分析に関する問題は，生命・健康・安全・環境
については重要なものとして残るだろう。
　次に，TSCA．Sec．9による「委任」問題で
表3　0MBによるEPAアスペスト規制の評価
　（3－1）OSHAの規制がない場合
活　　　　動
5品目の禁止
10年間での全面禁止
鉛の段階的禁止
費　用
　547
2．408
2，643
便　益
　701
　235
37，363
純便益
　154
－2．173
34，720
（3－2）OSHAの0．2f／㏄規制がなされた場合
活　　　動
5晶目の禁止
10年閻での全面禁止
鉛の段階的禁止
費　用
　547
2．408
2，643
便益
　110
　89
37，363
純便益
一437
－2．319
34，720
（注）1．1983年ドル価値表示。1985年実質現在価値。
　　　単位100万ドル
　　2．EPAによる最新の推定から作成。便益の貨
　　　幣換算にあたっては，回避できた癌1件あ
　　　たり価値を100万とした。EPAの規制影響
　　　分析ガイダンスにしたがって，費用と便益
　　　を1985年まで割りびいた。割り引き率はア
　　　スペストについては4％，鉛にっいては10
　　　％。
　　3．この時点でのOSHA規制基準は2f／㏄であ
　　　るが，（3－2）はO．2f／㏄という基準が実施
　　　された場合にっいて推算してい乱
（出所）House　of　Representati叩es，Commit吉ee　on
　　　Energy　and　Commerce，0〃B五ωゴ舳
　　　o／互P」41モεg〃1ακoπs，P．286．
ある。OMBは，TSCAを有害物質に対する規
制の重複を避けたり，規制のすきまをうずめる
ことを目的とした法であり，Sec．9は，EPA
に対して，当該物質の有害性を扱いうるとみら
れる機関にまず「委任」することを求め，この
機関が当該物質の重大なリスク（unreasonable
ri台k）を確認しながらも，管轄する法によって
は十分にこれに対処しえないと判断した場合
に，EPAによる規制活動を期待している，と
理解している。しかも，この手続きについて
EPA長官の裁量権はほとんどないとしている。
こうした見解から，OMBは，EPAに対して，
アスペスト・リスクについて，職域については
OSHAに，消費部面についてはCPSCにそれ
ぞれ「委任」することを求めれこのSec．9
解釈理解をめぐってEPAは激しく動揺した。
しかし，立法者である議会の立場は明確であっ
た。それは，立法史からしても，Sec．9による
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
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「委任」は，当該物質に重大なリスクがあり，
EPAが管轄しない単一の連邦法によって，他
の機関がそのリスクを十分に予防あるいは削減
できる場合になされる，という解釈であった。
この点でのEPA長官の裁量権も認めていた。
この「委任」問題は，単なる法解釈にとどまる
ことがらではなく，そこには，アスベスト・リ
スクをどう評価するかということや，それに基
づく規制の在り方をどうするのかという問題が
潜んでいる。アスペスト産業やOMBは，リス
クはその圧倒的部分が職域にあり，OSHAに
よる規制で十分に対処しうるし，消費の場での
リスクにしてもCPSCが十分に規制し消費者
を保護できるとした。それに対して，EPAお
よびこれを支持する議会委員会は，アスペスト
・リスクはそのライフ・サイクル全体において
あり，健康障害を生じないような暴露水準はな
いとして，さまざまな機関に分散したばらばら
な部分的規制の集合ではなく，総合的，統一的，
集中的な規制が必要で，それこそが十全で効率
的な規制を可能にす’るとした。EPAはOSHA
やCPSCの権限の検討，そして自らが提唱し
た連邦アスベスト対策特別委員会でのこれら機
関との議論を踏まえて，こうした規制はTSCA
によってのみ実現しうると判断するにいたっ
た。
　最後に，EPAの規制提案をめぐる国際的関
係にふれておこう。banと10年を期限とする
phase－downというEPA　のアスベスト規制
は，r大胆」な提案であり，国内だけでなく国
際的にも大きな反響をよんだ。国内では環境防
衛基金などの環境保護団体，アスベスト関連労
働組合等は賛意を示した。しかし国際的反響と
してあらわれたものの多くは，むしろ反対に類
するものであった。アスペスト業界は国際協会
だけでなく，英国から目本の協会にいたるまで
が，さまざまなルートを通して反対を表明し
た。とりわけ，カナダの場合は，業界だけでな
く政府も，外交ルニトも利用してOMB，EPA
などに接触，交渉し，EPAの・規制案の撤回を
求めた。当時，カナダはソ連，南アフリカとな
らぷ世界有数のアスベスト産出国であり，アメ
リカの消費量の90％を供給し，アメリカはカナ
ダに製晶として1億2，500万ドル相当分を輸出
していた38〕。カナダの主張．は，リスクの圧倒
的部分は職域にあり，暴露基準や作業基準など
によって十分保護しうること，また，「管理さ
れたもとでの使用（contro11ed　use）」で安全に
利用できるというのが国際的に確立された原則
であり，banやphase－downは望ましくもな
く必要でもないというものであった。このこと
は，82年毛ントリオールで開催された国際会議
でも確認され，EECやILOなどの国際機関も
禁止提案は拒否しているところだとい九さら
に，アスペスト問題の大家I．セリコフもかな
らずしも提案に賛成ではないとされた39）。こ
うした状況のなかで賛意を示したのはデンマー
クであった。北欧諸国では，とりわけ危険なク
ロシドライトの使用禁止だけでなく，例外規定
を設けながらも，アスペスト製晶の製造，使用
を禁止する措置を講じている。カナダは例外規
定が多く，banではないというが。この意味
では，EPAによる規制提案は，国際的にみて
「北欧型」だといえるし，これをさらに前進さ
せるものと評価できるかもしれない40〕。
Y　まとめにかえて
　アスベスト規制をめぐるEPAとOMBと
の相克は，その後も続いた。「第一ラウンド」
ではOMBが優位であったものの，それで決
着がついたわけでもなく，86年ユ月には違邦公
報に規制案が掲載され，再びr脱規制』戦略の
中核に位置する．OMBと国民・労働者の健康
・安全・環境を保護する「社会的規制」機関
EPAとの鋭い対立関係がみられた。この「第
ニラウンド」の戦いについては，別稿にゆず
る”〕。OMBとEPAの相克は大統領府と行
政省庁との対立のごとくにみえるが，これは
「経済再生」のためのderegu1ation，あるいは
regulatory　fe1iefを求める大統領・被規制産
業と「社会的規制」・環境保護をおしすすめよ
アスベスト規制をめぐるEPAとOMBの相克
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うとする議会・国民との対立なのである42）。
レーガン政権は大統領命令12291によって，規
制活動の監査責任（a㏄ountability）を確立す
るために，OMBによる規制審査の基準として
費用・便益分析という「科学的」な基準を導入
した。ところが，行政過程を重視するadmini－
strative　presidencyは，政治的人事政策，予
算・人員削減，組織再編成によって，規制機関
の専門的・科学的能力を奪ったうえに，OMB
による審査も被規制機関とのoff－record接触
によって得た情報を利用することがあるといわ
れ，この政治的判断が「科学的」基準の導入を
損なったともいわれる。そのため，OMB自身
がuna㏄outableだといわれ，「規制のブラッ
ク・ホール」，OMBとは0fficeofMeddling
andBack1ogのことだと椰楡されることとなっ
た49〕。まさに，レーガン政権の環境・規制政
策の正統性（1egitimaCy）が問われているとい
つていい。
　最後に付け加えておきたいのは，EPAと
OMBとのアスベスト規制についての交渉過程
が，文書によるものは当然のこととして，口頭
によるコミュニケーションについてもある程度
は，議会の調査権によって開示され，国民の前
に明らかにされていることである。アメリカに
おけるアスベスト消費量は，健康障害の杜会的
認識のたかまり，賠償訴訟の増大を契機とする
社会的学習によって減少してきたといえる44㌧
このことに規制の強化が与っていることも明ら
かである。規制をめぐるEPAと0MBの相
克・対立は容易に規制を現実のものとはしない
が，この交渉についての情報の開示は，国民の
杜会的学習を促し，さらにアスベスト消費量を
減少させるであろう。また，企業による代替品
の開発も，こうした事態によって促迫されるこ
とであろう。
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